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検討会議の趣旨・目的と検討項目について

○ 少子高齢化・まちなかの空洞化、既存施設の老朽化に対応した持続可能な地域経営を行うためには、
地域の中核的施設や老朽化した小規模な不動産（空き家、空き店舗）等の地域資源を効果的に再生・
利用していくことが必要であり、そのような取組を推進するためには、多様な資金調達の仕組み、地域
の不動産事業者の役割の再検討、新たな産業創出に向けた社会システムの再構築が求められる。

○ 例えば、クラウドファンディング等の手法を用いた小口の投資家から資金を調達する手法は、地域の
様々な不動産ストック再生・利用事業の展開・拡大に向けた有効な資金調達の一手法となり得る。

○ 不動産ストックの再生・利用を効率的に進めるための資金調達（ファイナンス）、収益化（マネタイズ）、
今後の地域の不動産関連事業者の企画（プランニング）、経営（マネジメント）のあり方を検討する。

空き家、空き店舗、団地空室、
老朽旅館、未利用公共施設 等

地方公共団体

不動産ストック・マネジメント産業

ＡＭ事業者 ＰＭ事業者 地域工務店

連携・協力

不動産ストック
バリューアップ市場

地域金融機関
個人投資家 等 ： モノの流れ

： カネの流れ

１．不動産ストックの再生・利用を進めるための新たな資金調達手法
（１）資金の借り手のニーズに沿った選択肢の拡大、（２）資金の出し手の拡大・多様化、
（３）透明性の高い安全で安定した仕組みの構築と投資家保護の徹底 等

２．不動産ストック・マネジメント産業に必要な能力・スキル
（１）物件調達能力、（２）インスペクション能力（ストックの現状・性能、

資産価値を正確に検査・査定できる能力）、（３）リノベーション能力
（顧客の意向や、不足する性能に最小コストで価値を高める能力）、

（４）ファイナンシャルプラン能力（妥当な予算・融資など金融面の適切
なアドバイス能力）、（５）保証・アフターサービス能力（顧客のリスク
ヘッジを適格に提案できる能力）、（６）ライフスタイルの提案能力 等

趣旨・目的

検討項目・イメージ

※ 「第１回不動産ストック再生・利用推進検討会議」資料より

１



不動産ストック再生・利用推進検討会議の進め方（案）

第一回検討会（７月１日）

不動産ストック市場の実
態（空き家・団地空室・空
き店舗・老朽旅館等の全
国の不動産 ストックの
現状・規模感の把握）

不動産ストック再生・利
用の類型別事例の成功
要因等の分析・プレイ
ヤーの課題認識

不動産ストック再生・利
用の資金調達手法の類
型化

不動産ストック再生・利
用の推進に必要な「モノ
を動かす」方策と「カネを
動かす」方策を中心とし
た議論

不動産ストック再生・利
用を効果的に進めるた
めの多様な資金調達手
法の検討

第二回検討会（９月２８日）

不動産ストックの再生・
利用・管理関連事業者
の実態把握

不動産ストック・ビジネス
拡大に向けて各地域に
求められるキープレイ
ヤーの役割・機能

小型案件・汎用性の低い
案件のバリューアップ事
例の成功要因の分析、
事業者のビジネスモデ
ルの類型化

不動産ストック再生・利
用の推進に必要な「ヒト
を動かす」方策を中心と
した議論

不動産ストック・マネジメ
ント産業に必要な能力・
スキル、不動産ストック・
ビジネスの活性化に向
けた検討

第四回検討会（２月頃）

不動産関連事業者等向
けの「不動産ストック再
生・利用 推進ガイドラ
イン」（案）の提示、意見
交換

不動産ストックの再生・
利用を効果的に進めて
いる事例 の類型化と
成功要因の整理

不動産ストック再生・利
用を効果的に進める資
金調達手法の提案と活
用方策の検討

これからの不動産ストッ
ク バリューアップ産業
の展開に必要となる
仕組みの検討

主な議論の対象

ヒト モノ カネ

△ ○ ◎

主な議論の対象

ヒト モノ カネ

◎ △ ○

•

事
業
者
等
向
け
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定

•

制
度
的
な
検
討
の
具
体
化

（３月）

最終成果とりまとめに向けた方向性

ヒト モノ カネ

不動産ストッ
クバリュー
アップ産業
の構築

不動産ストッ
クの実態把
握と活用の
可能性

資金調達手
法の多様化・
充実と市場
の拡大

主な議論の対象

ヒト モノ カネ

○ ○ ◎

再度、カネ（資金調達
手法）に関する議論を
中心に行うことを想定

第三回検討会（１１月頃）
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不動産ストック市場の課題と求められる事業者の役割

◇生活する場から発想する「利用の構想力」による空間資源の発見と、その空間資源に
価値を見出し、その価値を最大限に活用できる方策・人と場を出会わせる取組が重要。

空いている敷地に、ただ建物を建てる、改修することではなく、いつも賑わいのある、
活気あるアクティビティの創出、プレイスメイキングできる事業者が求められている。

◇まちなかの空き家・老朽ビル等の不動産ストックの再生のみならず、当該不動産周辺の
エリア全体の価値を高める再生・管理を行うことが必要。

不動産オーナーと共に、エリア全体をどのように再生するかを念頭に置いた再生・管理
を行い、個別単体の建物・敷地ではなくエリアの価値を上げることが、不動産の資産価値
の上昇、資産稼働率の向上、税収の増加につながり、持続的な地域経営が可能となる。

◇チームワークによる再生（リノベーション）、まち自体の魅力を高める提案能力が必要。

まちの中の余剰スペース、所有者、築年数、設備・性能等の空間資源に関する情報を
把握し、地域の建築・不動産会社・行政・金融等の連携により、まち全体の価値を高める。

市場の政策課題：｢箱の産業」（新たな供給・開発を中心とする産業）から「場の産業」
（既存エリアの資産価値向上に向けた再生・管理を重視した産業）への転換を進める

事業者の役割：持続的なまちの創生プロセスを実現する異業種混合型の再生・管理

※ 「第１回不動産ストック再生・利用推進検討会議」松村秀一委員資料及び説明を参考

◇困っている空間資源のオーナーへの働きかけ、まちを創生する仕掛け人の存在が重要。

個々のオーナーの資産、エリア全体のプロパティマネジメントができる事業者の存在が、
地域の空間資源の短所を補い長所を伸ばし、持続可能なまちの創生を可能とする。
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地域不動産再生管理・APM(Area Property Management)の視点の必要性

・まちなかに必要な
コンテンツの計画的な整備

・まちなかに必要なコンテンツを見極め、
行政と連携しながら、計画的に整備する

・そのためには、行政とも連携しながら、
まちづくりのビジョンの共有が必要

賑わいの核づくり
カフェ、お洒落なレストラン、

レトロな雑貨店、ギャラリー、
まちの住民にも開放された
コミュニティ食堂、シェア
オフィス、シェア型賃貸住宅、
多世代交流施設 等

点のマネジメント

・点から面のマネジメント
（エリアの資産価値の維持・向上）

・暮らし方、地域不動産の再生・活用に
ついてプロデュース、コーディネートできる
提案能力のある事業者を認知・普及する

・このような事業者の存在が、選ばれる街
として住民から評価されるためにも重要

自ら管理する賃貸住宅
やマンション、空き店舗
へのテナントの斡旋、
当該施設・物件の計画
的な修繕・管理 等

課題のコーディネート

・暮らし方のプロデュースと
地域不動産再生のコーディネート

・街を元気にしたい、コミュニティを
育てたいというエリア全体に関心
を持った不動産経営者を育成する

・このような事業者がエリア価値の
維持・向上を実現するために必要

地域の最先端の不動産関連事業者は、「賑わいの核づくり」、「点のマネジメント」等は、既にできている。
これに加え、「まちなかに必要なコンテンツ整備」や「面のマネジメント・エリアの資産価値の維持・向上」、
「暮らし方のプロデュース」ができる地域不動産再生管理に関するビジネスの推進が必要ではないか。

オーナーとテナント間の
契約条件の調整、相続対策、
等価交換 等

地域不動産再生管理
ビジネスのイメージ
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コンセプト
（求心力）

マネタイズ
（収益化）

エリア全体の共通価値となる
パブリックデザインの提案

プレイスメイキング＆エリアの価値向上に求められる事業者の役割・機能

マネジメント
（経営）

プロモーション
（情報発信）

プランニング
（企画設計）

オペレーション
（運営）

金融機関・投資家との連携
による多様な資金調達

手法と金融機能

コンセンサス
（合意形成）

空間資源の把握とエリアの資産価値
向上に向けたまちづくり経営

オーナー・地域住民・行政との
コミュニティー・ファシリテーター

インターネット・メディア・
町内会・国・自治体との
協働による情報発信

連携・協業による効果的な
ストックを活かした再生・

コンバージョンの企画・実施

効率的な設備管理・修繕・

清掃・植栽管理・保安警備・
環境衛生等の運営

※ 「PUBLIC DESIGN 新しい公共空間のつくりかた」
馬場正尊編著などを参考 ５



地域不動産再生管理に関するビジネスの対象エリアの規模

100～200ha程度のエリア
（中活区域全体に相当）

（参考事例）
浜松市都市再生促進地区における
建築物等及び土地の適正な管理及び
活用の促進に関する条例施行地区

４０～５０ha程度のエリア

（参考事例）
地域家守事業
長野市善光寺門前町
北九州市小倉地区

１０ｈａ以下
のスモール
エリア

（参考事例）
全国各地の
リノベーショ
ンスクール

大規模な再開発や区画整理等を念頭に置いた場合に、このような大きな
スケールを事業対象エリアとすることが考えられる。

・大規模事業を仕掛けられるのであれば適した規模であるが、遊休不動産
の再生事業がメインであれば、このエリア全体の管理は広すぎる

・事業評価が行いにくいばかりか、エリアの資産価値がほとんど変わって
いないという結果が続くと、事業の継続・拡大が期待できない

・これだけのスケールのエリア・プロパティをマネジメントできる事業者は、
地方都市にはそれほど多くは存在しない

・対象エリアが大き過ぎると、結果的には虫食い的・散発的な資産更新の
対応だけで終わってしまう可能性がある

オーナーとテナントでリスク分担ができるエリアにおいて、事業主体が、
エリア内の不動産再生・管理のコーディネートを行うことを通じて、地域内
の元気なエリアだけでなく相対的に衰退したエリアの再生にも取り組む。

・エリアがある程度広いので、更新が一か所に集中することがないため、
家賃の急激な高騰が抑制される

・地域の元々のアイデンティティを維持しながら、エリア内で発掘・再生を
行った物件の魅力度アップを図ることができる

・更新・改修が一か所に集中しないため、エリア全体の資産価値の変化
は把握しにくいが、エリア内の複数の特定物件の新規テナント層、エリア
の来街者数の変化、入居率・賃料変動等により事業効果の測定が可能

小規模エリアの空間資源を発掘・把握し、相対的に衰退の激しいエリアであっても、事業主体が、

オーナー、行政、建築系工務店、不動産開発・流通業者、金融機関等と連携し、リスク分担しながら
エリア内のまちづくりに関わり、当該エリアの資産価値の維持・向上に取り組む。

・狭いエリアだからこそ空間資源の把握が容易で集中投資できて、かつ、事業主体もリスク分担して
本気になるので、エリア内の不動産再生・管理が効果的に進む可能性が大きい
・リスク分担、事業者連携による不動産再生・管理ができる事業主体が認知されれば選ばれやすい
・対象エリアが小さいため、エリアの資産価値の変動、人の流入の変化等事業効果が把握し易い
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ヒューマンスケールによるアクティビティの創出に向けた不動産再生・管理

７

１．保護
（１）交通と事故からの保護（安全）： ●歩行者の保護、●交通不安の除去

（２）犯罪と暴力からの保護（治安）： ●活気ある公共領域、●街路に注がれる眼差し、
●昼夜を通じて展開する機能、●適切な照明

（３）不快な感覚体験からの保護： ●風、●雨／雪、●寒さ／暑さ、●汚染、●埃、騒音、照り返し

２．快適性
（４）歩く機会： ●歩くためのスペース、●障害物の除去、●良好な路面、●万人への開放、●興味深いファサード

（５）たたずみ／滞留する機会： ●エッジ効果／たたずみ／滞留するための魅力的なゾーン、
●たたずむための拠り所

（６）座る機会： ●着座のためのゾーン、●利点の活用：眺望、日照、人びとの存在、●座るのに適した場所、
●休憩のためのベンチ

（７）眺める機会： ●適度な観察距離、●遮断されない視線、●興味深い眺め、●照明（夜間）

（８）会話の機会： ●低い騒音レベル、●「会話景観」をつくりだすストリートファニチュア

（９）遊びと運動の機会： ●創造性、身体活動、運動、遊びの促進、●昼も夜も、●夏も冬も

３．喜び
（１０）スケール： ●人間的スケールで設計された建物と空間

（１１）良好な気候を楽しむ機会： ●日向／日陰、●暖かさ／涼しさ、●そよ風

（１２）良好な感覚体験： ●良質なデザインとディテール、●良質な素材、●すばらしい眺め、●樹木、植物、水

出典：『人間の街』（ヤン・ゲール著・北原理雄訳：２０１０） Eye level 目の高さのまち---12の質的基準

不動産ストックの再生・利用を進める上で、人間の心理と行動を基本に考え、ヒューマンスケールによる
まちづくり、賑わいと活気あるアクティビティの創出、居心地を良くすることによる都市空間の魅力増進に
意識的に取り組むことが、エリアの価値向上・不動産再生管理ビジネスの成功につながるのではないか。



１．地域における不動産関連業者に求められる役割・機能
（１）地域を守り安全性を確保し、エリアの不動産価値を高める方法論
（２）オーナー・入居者・地域全体の利益となる不動産の再生・管理に

関するコンサルティング、プロデュースに必要となるノウハウ・機能
（３）改修・再生を通じた優良不動産の供給に求められる金融機能

２．地方都市の中小不動産業者が強みを発揮し期待される分野
（１）地域に密着したオーナー・異業種との連携・協働によるエリア管理
（２）地元企業との協働によるコミュニティを付加価値化するまちづくり
（３）オーナーの課題解決、顧客満足向上につながる提案・総合調整

３．不動産ストック再生・利用マーケットの拡大に必要な対応策
（１）オーナー・消費者・投資家へのプロモーションとして必要な仕組み
（２）地域不動産再生管理（エリア・プロパティ・マネジメント）ビジネスに

対する行政の関与・支援のあり方、全国各地における推進方策
（３）官民一体となった支援体制（プラットフォーム）の構築と人材育成

今回の会議で議論・検討いただきたい事項について
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【参考１】不動産投資顧問業者に期待される役割

不動産投資顧問業者

不動産情報、収集・選別

運用ニーズ、整理・加工

特別目的会社不動産会社

仲介会社

地域金融機関

投資家

管理会社

開発会社

外部AM

運用多様化ニーズ

地域活性化ニーズ
地方不動産再生・
バリューアップ・

事業再生

物件購入

購入資金 出資

配当

協働
地方不動産
活性化での

協働

投資助言

地域の不動産再生・バリューアップに参加する金融機関、投資家との協働、リスク・リターンを共にする
関連事業者、投資家、地域金融機関とのネットワーク構築、適切な助言、流動化手法を用いた課題解決、
キャッシュフローの安定性のある商品設計ができる不動産投資顧問業者の役割・活躍が期待される。
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【参考２】不動産証券化スキームの活用による不動産再生・管理

アレンジャー

不動産特定共同
事業者
（第３号事業者）

不動産特定共同
事業者
（第４号事業者）

家賃保証会社

地元法人

入居者

SPC

保有資産：現物不動産

一般社団法人

地元金融機関

地元関係者

出資者

賃貸借契約

賃貸借契約など

マスターリース契約
（居室）

賃貸借契約
（居室外）

事務委託契約
（第３号事業）

私募取扱契約
（第４号事業）

ノンリコースローン

匿名組合出資

持分

アレンジメント契約

地方都市の再開発、既存施設の再生・運営改善において、不動産特定共同事業、証券化スキーム活用
による地域密着型の地元事業者参加による地域活性化案件が出始めており、更なる普及が望まれる。
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【参考３】賃貸住宅管理業者登録制度の活用

１．登録制度の仕組

①賃貸住宅管理業者は、国土交通省の備える登録簿に登録を受けることができる。
②登録事業者は、業務処理準則（管理対象や契約内容の重要事項を貸主へ説明すること等の一定のルール）を
遵守する。
③登録事業者が業務処理準則に違反した場合等は、指導、監督、登録抹消の対象となる。
④登録事業者名等を記載した登録簿を一般の閲覧に供する。

２．登録制度の対象

３．登録制度の効果

●登録事業者の情報により、借主等の賃貸住宅選択や管理業者選択の判断材料に活用できる。
●適正な管理業務のルールが普及し、健全な賃貸住宅市場の形成を促進できる。

[ サブリース型 ][ 受託管理型 ]

基幹事務（家賃等の受領事務、契約更新事務、契約終了事務）を含む管理事務を業として行う者基幹事務（家賃等の受領事務、契約更新事務、契約終了事務）を含む管理事務を業として行う者

貸主 借主管理業者
（サブリース業者）

ルール化 ルール化

国土交通省

賃貸借契約 転貸借契約

貸主に対し
○重要事項の説明
○書面の交付

○管理事務の報告

借主に対し
○重要事項の説明
○書面の交付
○更新内容の書面交付
○敷金精算の算定額の

交付

登録

賃貸借契約
貸主 借主

管理業者

ルール化
ルール化

貸主に対し
○重要事項の説明
○書面の交付
○管理事務の報告

借主に対し
○書面の交付
○契約更新時・終了時の

書面交付

賃貸借契約

管理受託契約

登録
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まちづくり団体
（社団・財団法人、NPO法人、まちづくり会社）

【参考４】都市再生推進法人について

市町村都市再生協議会
（都市開発事業を施行する
民間事業者も参加可能）

市 町 村

都市再生推進法人

税制特例 民都機構による支援国・市町村による支援
（民間まちづくり活動促進事業等）

エリアマネジメント融資
（無利子貸付）

国等による様々な支援が受けられる

○ 公的位置付けが付与されることにより、まちづくり会社の信用が担保され、関係者調整が円滑に進むことが期待される
○ 都市再生整備計画を市町村に対し提案することができ、市町村にとってもまちづくりの担い手として支援が可能となる
○ 都市利便増進協定（広場、駐輪場、緑地等の地域住民が自主的に管理を行うための協定）を結ぶことができる

指定の申請
都市再生整備計画を提案

業務の報告

協議会を
組織可能

社会資本整備総合交付金、
民間まちづくり活動促進事
業等による支援

国

指

定

●都市再生推進法人：都市再生特別措置法に基づき、地域
のまちづくりを担う法人として、市町村が指定するもの。
・まちづくり会社 ・NPO法人
・一般社団法人 （公益社団法人を含む）
・一般財団法人 （公益財団法人を含む）

※株式会社は、市町村の３%以上出資が必要。

●都市再生推進法人の業務【都市再生特別措置法第119条】

都市再生整備計画の区域等、都市再生に必要な公共公益施設整備
等を重点的に行う土地の区域、立地適正化計画区域における業務
・まちなかの賑わい・交流創出のための施設整備や管理運営
・都市開発事業の実施、跡地等の管理やその支援
・まちづくりに関する専門家派遣、情報提供、調査研究、普及啓発

都市再生推進法人（市町村指定）は、地域のまちづくりを担う行政の補完的機能として効果が期待される。
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【参考４－２】 都市再生推進法人として指定を受けている法人（１６法人）

まちづくり会社 指定日 所在地 事業内容

札幌大通まちづくり 株式会社 H23.12.9 札幌市 商店街の販促企画・施設建設、運営、コンサルティング等

株式会社 まちづくりとやま H24.3.2 富山市 都市開発に関する企画、調査、設計及びコンサルタント等

株式会社 飯田まちづくりカンパニー H24.3.30 飯田市 まちづくりの推進、景観・環境事業等

株式会社 まちづくり川越 H25.5.28 川越市 観光開発及び土地・建物の有効利用に関する調査、企画等

まちづくり福井 株式会社 H24.4.18 福井市 まちづくりの推進、都市開発、商店街の販促活動等

秋葉原タウンマネジメント株式会社 H25.9.3 千代田区 都市環境の向上、活性化等

牛久都市開発 株式会社 H25.9.25 牛久市 市街地再開発施設の管理・運営、店舗の販促活動

草津まちづくり 株式会社 H25.12.27 草津市 まちづくりに関する調査、企画、事業推進・実施等

一般社団法人及び一般財団法人 指定日 所在地 事業内容

一般社団法人 大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 H25.9.3 千代田区 安全・安心、環境共生、賑わい創出等

一般社団法人 柏の葉アーバンデザインセンター H26.1.14 柏市 市北部地域における賑わい・交流の創出等

一般財団法人 柏市まちづくり公社 H26.2.14 柏市 JR柏駅周辺地域における賑わい・交流の創出等

一般財団法人 柏市みどりの基金 H26.3.31 柏市 みどりに関する専門家派遣・アドバイス、助成等

一般財団法人 グランフロント大阪TMO H26.7.29 大阪市 地域の活性化、環境改善、コミュニティの形成

一般社団法人 新宿副都心エリア環境改善委員会 H27.3.26 新宿区 まちづくりの推進等

NPO法人 指定日 所在地 事業内容

特定非営利活動法人 南信州おひさま進歩 H24.3.30 飯田市 環境保全、まちづくりの推進、社会教育の推進等

特定非営利活動法人 いいだ応援ネットイデア H24.3.30 飯田市 社会教育の推進、まちづくりの推進等

（２０１５．３．３１時点） １３



【参考５】地域と不動産会社との連携によるエリア再構築（福井県永平寺町）

１４

福井県、永平寺町、大本山永平寺は、曹洞宗大本山永平寺門前を一体整備する「永平寺門前の再構築プロジェクト」
（宿泊施設の新設や、旧参道の再生・整備、川岸の石積の整備など）を進めている。
永平寺門前を「凜（りん）とした禅の心を体感できる環境」に整備し、国内外からの訪問者の受け入れを推進するという
コンセプトで、森ビル株式会社、森ビル都市企画株式会社が永平寺町との間で、まちづくり基本協定を締結し、町民、
地元企業との連携による町内の資産の活用、ブランディング戦略の立案など、不動産開発のノウハウ・経験を活かした
環境事業などの調整・情報発信に関する総合コンサルタントを務めている。



【参考６】シェア金沢における複合型の福祉タウンづくり （石川県金沢市）

＜コミュニティ施設＞
・温泉
・コミュニティレストラン
・デイサービス・生活介護・
訪問介護

＜施設等＞
・児童入所施設
・児童発達支援
センター

・学童保育施設
・自然学校

・グランド（全天候型）
等

＜住宅＞
・学生向け住宅
・サービス付高齢者向け
住宅 等

＜店舗等＞
・ショップ
（日用品、・生活雑貨）
・バー
・キッチンスタジオ
・ボディケアサロン 等

＜住宅・施設＞
・児童入所施設
・学生向け住宅
・産前・産後ケア施設
・サービス付高齢者向け住宅 等

出典： Share 金沢提供資料

■事業概要
名称：Share（シェア）金沢
運営主体：社会福祉法人 佛子園
事業開始：2014年4月～
サービス付き高齢者向け住宅：32戸
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【参考７】リノベーションスクール＆公民連携プロフェッショナルスクールの開催

＜リノベーションスクール＞

○２００８年、建築等の多様な専門家と次代を担う若者が、２１世紀の新たな産業のあり方を探求する
ため東京大学松村教授を中心にHEAD(Home & Environment Advanced Design) 研究会を設立。

○同時に、北九州市において、遊休不動産や都市施設を活用して、楽しく・心地よく・活気ある空間に
リノベーションすることにより、地域経済を活性化させることを目的として、HEAD研究会・常務理事の

清水氏を中心に「小倉家守検討会」を立ち上げ、２０１１年に取りまとめられた「小倉家守構想」を実践
するため「北九州リノベーションまちづくり推進協議会」が発足、同年夏に第１回リノベーションスクール
を開催。その後、今日までの間、全国約３０の都市において開催されている。

＜公民連携プロフェッショナルスクール＞
○戦略的都市経営と公民連携事業で先駆的な取組みを行ってきた 「一般社団法人公民連携事業機構」

（代表 清水義次氏）が行う社会人向け教育プログラム。公共の遊休資産、民間の遊休資産を活用し、

新たな産業・雇用を創出し、固定資産価値の上昇、税収の増加につなげて、今後の縮小社会における
公共のあり方を変えていくため２０１５年開講。全国の方々が参加できるようeラーニングと短期集中型
の実地研修を効果的に組み合わせ、知識・実用スキル・人的ネットワークの拡大を行っている。

（“Renovation School Report 01-04”より） １６



全国への展開

• ２０１１年の熱海でのスクール開催
を契機に２０１３年までに和歌山市、
田辺市等においてスクールを開催

• ２０１３年８月には、「リノベーション
まちづくりセンター」を設立し、

① リノベーションスクール開催を始め、
「場の産業化」を担う人材の育成

② 産学官の垣根を越えた学際コミュ
ニティの形成

③ 空間資源活用型の地域再生に関
わる各種情報の集約管理、発信

のためのプラットフォームを構築

• 各地域のリノベーションまちづくりの
事業化を前提に、リノベーションス
クールの企画・運営をはじめとする
地域再生事業をサポートする「（株）
リノベリング」も設立

• 全国的な展開・連携に向けたリノ
ベーションまちづくり学会の開催
（２０１５年１１月）

【参考７－２】リノベーションまちづくりに関するネットワークの拡大

１７

全宅連が主催する
不動産実務セミナー
における空き家問題
への対策・取組み
（２０１５年１１月１２日）

（“Renovation School Report 2013”より）


